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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

１ 改正個人情報保護法（以下「法」という。）の規定により条例で定める必要がある事
項
⑴ 手数料の額（保有個人情報）

手数料の額は、実費の範囲内において条例で定める必要がある。
実費
開示請求の処理及び開示の実施のための事務における人件費、光熱費、消耗品

費、送付に要する費用等の費用をいう。
ア 根拠条文

イ 現在の運用
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

白岡市個人情報保護条例においては、手数料は無料とし、写しの作成及び送付に
要する費用を徴収している（条例第２１条第１項及び第２項並びに条例施行規則第
９条）。ただし、経済的困難その他特別の理由があると認めるときは、減額又は減
免することができる。

ウ 改正方針（例）
・現在の運用と同様に、手数料を徴収せず、減額又は減免の規定を置く。
・手数料を新たに徴収し、減額又は減免の規定を置かない。

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

⑵ 手数料の額（行政機関等匿名加工情報）
政令で定める額を標準として手数料の額を条例で定める必要がある。
行政機関等匿名加工情報
行政機関等が保有する個人情報を特定の個人を識別することができないように

加工し、かつ、当該個人情報を復元できないようにした情報（詳細については参
考１参照）

ア 根拠条文
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

イ 現在の運用
行政機関等匿名加工情報に関する規定はない。

ウ 改正方針（例）
・行政機関等匿名加工情報の提案の募集（以下「募集」という。）はせず、手数
料の額は定めない。
・募集はしないが、手数料の額を定める。
・募集をし、手数料の額を定める。

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

２ 法の規定により、必要に応じて条例で定めることができる事項
⑴ 条例要配慮個人情報

法で定める要配慮個人情報以外で、地域の実情等に応じて、条例により不当な差別
等の不利益が生じないよう配慮を要する個人情報を定めることができる。

要配慮個人情報
人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その

他の不当な差別等の不利益が生じないよう配慮を要する個人情報
ア 根拠条文
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

イ 現在の運用
現在の条例は、法を根拠としない市独自の条例であることから条例要配慮個人情

報に関する規定はないが、要配慮個人情報は、法と同様の内容の規定が存在する（
条例第第２条第３号）。

ウ 改正方針（例）
・白岡市の地域特性に応じた条例要配慮個人情報を定める。
・条例要配慮個人情報を定めない。

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

⑵ 不開示情報
① 法が不開示情報としているが、地方公共団体の情報公開条例が開示する情報と
して定めている情報

② 地方公共団体の情報公開条例で不開示情報とされているが、法が不開示情報と
していない情報

①及び②について、個人情報保護制度と情報公開制度の情報の取扱いの整合性を保
つため、条例で不開示情報を除外及び追加することができる。

不開示情報
開示請求等があった場合であっても開示しない情報であって、開示することに

よって、生命、健康、生活、財産その他個人の権利利益を害するおそれのある情
報
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

ア 根拠条文

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

イ 現在の運用
参考２参照

ウ 改正方針（例）
・不開示情報について別途定める。
・法の定める不開示情報のまま運用する。
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

３ 法の規定により、条例で定めることが妨げられるものではない事項
⑴ 個人情報取扱事務登録簿

法により作成及び公表を義務付けられている個人情報ファイル簿以外に、個人情報
取扱事務登録簿の作成及び公表について、条例で定めることができる。

個人情報ファイル（簿）
一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を体系的に構成したも

の（参考３参照）
個人情報取扱事務登録簿
個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳

簿（個人情報を取り扱う事務単位で作成された帳簿等をいう。）

ア 根拠条文

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

イ 現在の運用
個人情報取扱事務登録簿に関する規定なし。ただし、個人情報ファイル簿につい

ては規定している（条例第２条第１３号、第７条及び条例施行規則第２条。様式に
ついては、参考３参照）。

ウ 改正方針（例）
・個人情報取扱事務登録簿を作成する。
・個人情報ファイル簿のみ作成する。
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

⑵ 開示決定等の期限
開示決定等の期限については、法により次のとおり定められており、当該期限を短

縮する場合に限り、条例で期限を定めることができる。
開示（訂正・利用停止）請求・・・請求のあった日から３０日以内
※ 事務処理上の困難等の理由がある場合は、３０日まで延長可能
※ 大量の保有個人情報に関する開示請求があった場合は、６０日以内に相当の部
分について開示決定し、残りは、相当の期間内に開示決定を行う。

請求日 開示決定期限 延長期限 大量請求
（０日目） （３０日目） （６０日目） （相当の期間）

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

ア 根拠条文

イ 現在の運用
開示（訂正・利用停止）請求を受理した日から起算して１５日以内（条例第１８

条第１項）
※ やむを得ない理由がある場合は、延長可能（日数に関する規定なし）

請求日 開示決定期限 延長
（１日目） （１５日目） （具体的な日数なし）
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

cf）期間の起算について
期間計算に初日を入れないという初日不算入の原則（民法第１４０条）に則り

法の表現は、 「請求のあった日から３０日以内」となっており、請求日の翌日を
１日目として期間の計算を行っているのに対し、市の条例では、「請求を受理し
た日から起算して１５日以内」となっており、請求日を初日とする旨を明記して
いることから、請求日を１日目として期間の計算を行っている。
よって、市の条例を法の表現に合わせると「請求のあった日から１４日以内」

となる。
※ 国の示すガイドライン等において、期間を短縮するに当たっては、法の表
現に合わせるよう記載されている。

ウ 改正方針（例）

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

・市の条例に合わせて短縮する。
開示（訂正・利用停止）請求・・・請求のあった日から１４日以内
※ 事務処理上の困難等の理由がある場合は、３０日まで延長可能
※ 大量の保有個人情報に関する開示請求があった場合は、４４日以内に相当
の部分について開示決定し、残りは、相当の期間内に開示決定を行う。

請求日 開示決定期限 延長期限 大量請求
（０日目） （１４日目） （４４日目） （相当の期間）

・法の定める期限から短縮しない。
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

⑶ 審議会の位置付け
国の示すガイドライン等は、従来、当市において実施していたような個人情報の取

得、利用、提供、オンライン結合等の類型的な諮問を要件とする条例を定めてはなら
ないとしている。そのため、法は、審議会への諮問を専門的な知見を聴くことが特に
必要である場合に限定して、条例で定めることができるとしている。
ア 根拠条文

イ 現在の運用
現在、審議会の意見を聴くこととされている事項及び当該事項に対する法の対応

白岡市における個人情報保護制度の改正方針

は次のとおり
① 要配慮個人情報の保管（法令等に定めがある場合を除く。条例第６条第２
項）
法の対応→要配慮個人情報が含まれている旨を個人情報ファイル簿に記載し、

公表する（法第７５条第１項及び第４項）。
② 本人以外からの個人情報の収集（法令等に定めがある場合等を除く。条例第
８条第２項第５号）
法の対応→制限なし

③ 個人情報の目的外利用又は外部提供（法令等に定めがある場合等を除く。条
例第９条第２項第６号）
法の対応→法令等に定めがある場合等に限る（法第６９条第１項）。

④ オンライン結合（法令等に定めのある場合を除く。条例第１１条第２号）
法の対応→制限なし
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白岡市における個人情報保護制度の改正方針

⑤ 開示請求に対する不開示決定（法令等に定めのある場合等を除く。条例第１
３条第２項第４号）
法の対応→法に定める場合に限る（法第７８条第１項各号）。

⑥ 個人情報の保管等に関する市民からの相談（必要があると認めるとき。条例
第２６条第２項）
法の対応→規定なし

⑦ 個人情報を不適正に取り扱う事業者の公表（条例第２７条第５項）
法の対応→市の実施について規定なし（個人情報保護委員会が公表する。法第

１４８条第４項）
ウ 改正方針（例）

・個人情報に関して、現在実施している類型的な諮問がなくなることから、情報
公開・個人情報保護審議会を情報公開審議会とする。
・情報公開・個人情報保護審議会を存続させる。
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不開示情報の運用について

情報公開条例における不開示情報（白岡市情報公開条例第６条） 法における不開示情報（個人情報の保護に関する法律第７８条第１項）

⑴ 法令又は条例(以下「法令等」という。)の規定により、公開することができないとされている情報 × 該当がないが、不開示情報として追加する必要なし。
（別紙参照）

⑵

個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、特定の個人が識別され、又は識別され
得るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。
ア 法令等の規定により、何人でも閲覧することができるとされている情報
イ 公表することを目的として実施機関が作成し、又は取得した情報
ウ 法令等の規定に基づく許可、免許、届出その他これらに相当する行為に際して実施機関が作成し、又は取得した
情報であって、公開することが公益上必要と認められるもの

⑵

開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述
等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することが
できることとなるものを含む。)若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示すること
により、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。
イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報
ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報
ハ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和二十二年法律第百二十号)第二条第一項に規定する国家公務員(独立行政法人通則法第二条第四項に規定す
る行政執行法人の職員を除く。)、独立行政法人等の職員、地方公務員法(昭和二十五年法律第二百六十一号)第二条に規定する地方公務員及び地方独
立行政法人の職員をいう。)である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該
職務遂行の内容に係る部分

⑶

法人その他の団体(国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業
に関する情報であって、公開することにより、当該法人等又は当該個人に明らかに不利益を与えると認められるも
の。ただし、次に掲げる情報を除く。
ア 人の生命、身体又は健康を保護するため、公開することが必要と認められる情報
イ 市民の生活に影響を及ぼす法人等の違法又は著しく不当な行為に関する情報であって、公開することが必要と認
められるもの
ウ ア又はイに掲げる情報に準ずる情報であって、公開することが公益上必要と認められるもの

⑶

法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この号において「法人等」という。)に関する情報又は開
示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示
することが必要であると認められる情報を除く。
イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

⑷

市の機関内部若しくは機関相互又は市の機関と国等(国又は他の地方公共団体をいう。以下同じ。)の機関との間におけ
る審議、検討、調査研究等の意思決定過程における情報であって、公開することにより、公正かつ適正な意思決定に
著しい支障が生ずるおそれがあると認められるもの

⑹

国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、開示するこ
とにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当
に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの

⑸

市の機関と国等の機関との間における協議、依頼等により作成し、又は取得した情報であって、公開することによ
り、国等との協力関係又は信頼関係を著しく損なうおそれがあると認められるもの

⑶

法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下この号において「法人等」という。)に関する情報又は開
示請求者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示
することが必要であると認められる情報を除く。
ロ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個人における通例として開示しないこととされ
ているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

⑹

市又は国等の機関が行う検査、監査、取締りの計画、争訟及び交渉の方針、入札の予定価格、試験の問題、職員の身
分取扱いその他の事務事業に関する情報であって、当該事務事業の性質上、公開することにより、当該事務事業の公
正かつ適正な執行を著しく困難にするおそれがあると認められるもの

⑺

国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそ
れその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの
イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が開示決定等をする場合において、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際
機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ
ロ 独立行政法人等、地方公共団体の機関(都道府県の機関を除く。)又は地方独立行政法人が開示決定等をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又
は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ
ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為
を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ
ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不
当に害するおそれ
ホ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ
ヘ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ
ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ

⑻
人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の捜査及び予防その他の公共の安全と秩序の維持のため、公開しないことが必
要であると認められる情報 ⑴

開示請求者の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報

⑷ 行政機関の長が開示決定等をする場合において、開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ
るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると当該行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報

⑸
行政機関の長又は地方公共団体の機関(都道府県の機関に限る。)が開示決定等をする場合において、開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜
査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該行政機関の長又は地方公共団体の機関が認めること
につき相当の理由がある情報

参考２
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様式第１号(第２条関係) 

(表) 

個人情報ファイル簿 

平成  年  月  日提出 

実施機関名   届出番号   

事務の所管課等       課     担当 
事務の 

開始年月日 
  年  月  日 

個人情報ファイル

の名称 
  

個人情報ファイル

の利用の目的及び

方法 

  

個人情報の対象と

なる個人の範囲 
  

個人情報の主な収

集等の方法 

□ 本人 

□ 本人以外からの収集 

  □ 本人同意 □ 法令等 □ 出版報道 □ 緊急性 □ 審議会 

  収集先(                          ) 

□ 目的外利用による収集 

  収集先(                           ) 

個人情報の記録の保

管方法(記録の媒体) 
□ 文書 □ 図画 □ フィルム □ 電磁的記録媒体(      ) 

保有個人情報の電

子計算機処理 

□ 有 

  オンライン結合 □ 有(根拠：□ 法令等 □ 審議会) □ 無 

  結合の相手先(                       ) 

□ 無 

外部委託の有無 
□ 有(委託内容：                        ) 

□ 無 

指定管理者による

管理の有無 

□ 有(管理内容：                        ) 

□ 無 

個人番号の有無 □ 有 □ 無 

特定個人情報の利

用・提供方法 

文書の場合  

電磁的記録の場合  

特定個人情報の保

存・管理方法 

文書の場合  

電磁的記録の場合  

特定個人情報の削

除・廃棄方法 

文書の場合  

電磁的記録の場合  

備考   

注 □のある欄は、該当する□内にレ印を記入すること。 

参考３ 
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(裏) 

個人情報の記録の内容 

戸籍、住民記録に関する情報 
思想、信条、意識等内心に関する

情報 

身体的特徴、健康状態等心身に関する

情報 

□ 氏名 

□ 住所 

□ 性別 

□ 生年月日・年齢 

□ 本籍・国籍 

□ 親族・続柄 

□ 婚姻 

□ 電話番号 

□ その他(       ) 

□ 支持政党 

□ 信教 

□ 主義・主張 

□ 趣味・し好 

□ その他(       ) 

□ 健康状態 

□ 容姿 

□ 傷病名・傷病歴 

□ 身体障害の有無・部位・程度 

□ 知的障害の有無・程度 

□ 精神障害の有無・程度 

□ 検診の結果 

□ 検査の結果 

□ その他(       ) 

生活状況に関する情報 
学歴、職業、成績等経歴、社会活

動に関する情報 
財産、所得等経済状況に関する情報 

□ 家族構成 

□ 扶養関係 

□ 暮らし向き 

□ 住居の所有 

□ 住居の間取り等 

□ 生活保護受給の有無 

□ 施設入所 

□ 要望・苦情の内容 

□ 相談の内容 

□ その他(       ) 

□ 学歴 

□ 成績 

□ 職業・勤務先 

□ 職歴 

□ 役職・地位 

□ 資格 

□ 受賞歴 

□ 犯罪・違反・補導 

□ 団体加入の有無 

□ その他(       ) 

□ 資産 

□ 収入 

□ 税額 

□ 取引状況 

□ その他(       ) 

個人情報が記録されている主な市政情報の名称 

    

    

    

    

    

    

法令等による保

有個人情報の閲

覧等 

□ 可（□ 閲覧  □ 縦覧  □ 写しの交付 

    □ その他(                       )) 

  該当法令等の名称(                      ) 

  該当条項(  第   条第   項              ) 

  閲覧等の内容(                        ) 

□ 否 

         変更日 （          ） 削除日 （          ） 
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